
計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目
標

H27年度は未設定
（H29年度から）

H27年度は未設定
（H29年度から）

85.0%

実
績

83.60% 84.50% 85.7%

目
標

職員構成の推移
等を想定

定員管理計画の
作成

方針で定めた職員
総数の維持

実
績

職員構成の推移
等を想定

定員管理方針の
策定

方針で定めたとお
り、職員総数の維

持ができた

目
標

H27年度は未設定
（H28年度から）

（現状値を把握し
た後に設定）

85.0%

実
績

79.2% 82.6% 83.5%

目
標

12.5% 12.5% 13.5%

実
績

11.8% 13.2% 13.9%

目
標

- - -

実
績

-
現状把握と

検討項目の抽出
-

今後、10年間の計画
を
策定

平成28年度から平成
32年度までの５か年を
対象期間とした定員管
理方針を策定しまし
た。

小規模改定

平成28年９月の職員
防災訓練において検証
を行い、今後検討すべ
き項目等の精査を行い
ました。

給与制度の見直し（案）
の策定と検証

給与制度の見直しに向
けた、現状の把握と課題
を整理し、給与制度の見
直し（案）の検討をしまし
た。

・方針に基づき、業務量
の増減に合わせ適切な
定員管理に努めました。
・継続的な検討や調整
が必要な取り組みを除
き、10項目17の取組の
うち、14の取組につい
て、実施することができ
ました。

リーダーシップ研修を
実施し、リーダーとして
の心構えや指導方法
等を学び、課長職とし
ての指導力の向上を図
りました。また、市長講
話を実施し、風通しの
良い職場づくりに努める
よう、新任課長職への
激励を実施しました。

効果検証

職場内のコミュニケー
ションを向上させるた
め、職場内ミーティン
グ、夕礼、年度当初・
中間・年度末面談等を
実施しました。
また、管理職としての資
質を備えた意欲と能力
のある女性職員の登用
に取り組みました。

・方針に基づく配置を実
施
・方針の取組状況の点
検

職場内ミーティングの
実施

休暇取得促進の啓発

策定作業（業務の優
先順位の決定等）
策定

「職場内ミーティング及び
ワーク・ライフ・バランスの
推進」を周知し、月１回
以上のミーティングの実
施を義務化するとともに、
職員間での対話とコミュ
ニケーションを通じて、目
標の共有化を図るととも
に、風通しの良い職場の
環境づくりを推進しまし
た。

「職場内ミーティング及び
ワーク・ライフ・バランスの
推進」を周知し、振替（代
休）の100％消化につい
て指導を徹底するととも
に、休暇予定表の活用を
呼びかけました。

厚木市業務継続計画
（地震災害対策編）を平
成28年３月に策定しまし
た。なお、平成28年９月
の職員防災訓練におい
て検証を予定していま
す。

上司が仕事をスマートに
進めるとともに、部下の
ワーク・ライフ・バランスの
取組を推進し、働きやす
い職場（風通しの良い職
場）を実現する「あつぎス
マート・ワーク宣言」を課
等長以上の職員が実施
し、職員のワーク・ライフ・
バランスの向上を図りま
した。

効果検証

課等長以上の職員がス
マート・ワーク宣言を実施
し、休暇取得の促進を図
り、職員のワーク・ライフ・
バランスの向上を図りま
した。

小規模改定

平成29年９月の職員防
災訓練において各課に
おける業務継続の検証
を行い、今後検討すべき
項目等の精査を行いまし
た。

「職場内ミーティング及
びワーク・ライフ・バラン
スの推進」を周知したこ
とにより、ワーク・ライフ・
バランスが向上してい
ると感じている職員の
割合が増加しました。

新任課長職研修の充
実

行政経営プラン実施計画　実績報告　（１ 強い組織をつくる）

職員アンケートによる
「やりがいを感じている職
員の割合」

方針に基づく採用
職員課

行政総務課

職責に対応した給料
等の見直し

将来の職員構成を想
定した、定員管理方針
の策定

次の６つの視点で人材
育成に取り組む
①風通しの良い職場
②キャリアプラン
③意識向上
④人事管理
⑤人材確保
⑥能力開発

分類 計画名 担当課 取組内容

職制に関する現状の課
題について、解決を図る
ための研究を進めまし
た。他市に比べて、管理
職ポストが多い現状があ
るため、次長職の課長職
兼務の実施に向けた取
組を進めました。

市の人口ビジョンを踏ま
えた職員数を推計したほ
か、（仮称）厚木市定員
管理方針の案を作成しま
した。

接遇研修を充実させると
ともに、新たな課題に対
応するため、「マイナン
バー」「地域包括ケア社
会」などについて学ぶ研
修を実施しました。
また、「マタニティハラス
メント防止」研修を実施
し、女性職員が働きやす
い職場づくりについて啓
発しました。

制度について研究

現在の職員構成から、
10年、20年後の推移
を想定

人材育成基本方針に
基づいた取組

平成28年度 平成29年度

関連規則等の改正

給与制度の見直しに向
けて、現状の把握と課
題の確認を行い、見直
しの視点の整理を行い
ました。
また、管理職の削減に
より、政策等遂行にお
ける意思決定の迅速化
を図るため、次長職を
廃止しました。（政策的
課題等に取り組むた
め、一部の部署に担当
次長を配置）

職員アンケート等によ
る評価、検証

①風通しの良い職場
づくり
②時間外勤務の抑制

職員課

③休暇等制度の理解
向上

行政経営課
職員課

職員課
行政総務課

１-(２)-イ

成果指標

・方針を運用
・評価、検証

人材育成基本方針に基
づき、庁内研修、派遣研
修、職場研修を実施し、
職員一人一人が職位ご
とに必要とされる能力開
発に努めることができまし
た。
また、女性職員キャリア
サポート研修を実施し、
女性管理職として働くこ
との魅力を感じてもらい、
女性職員の今後のキャリ
ア支援を図りました。

係員に対する啓発

ワーク・ライフ・バ
ランスの向上

１-(２)-ア
職員の意識改革
と人材育成の推
進

１-(１)-イ 職員の適正配置

１-(１)-ア
職責に対応した
給与制度の見直
し

計画と実績

平成27年度

①職員アンケートによる
「職務遂行能力が向上
していると感じている職
員の割合」

②女性管理職の割合

職員アンケートによる
「ワーク・ライフ・バランス
が向上していると感じて
いる職員の割合」

目
標

H27年度は未設定
（H28年度から）

実
績

57.20%

年次計画どおり見直しが
行われていること

（現状値を把握し
た後に設定）

67.0%

64.6%

危機管理課
行政総務課

・業務継続計画（BCP）
の策定
・随時改定
・大規模な改定（必要
に応じ、概ね２，３年ご
とに行う。）

１-(３)-ア
業務継続計画
（BCP）の策定及
び改定

目標と実績

63.40%

Ｈ29
目標達成

○

○

×

○

×

-
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年度

行政経営プラン実施計画　実績報告　（１ 強い組織をつくる）

分類 計画名 担当課 取組内容 平成28年度 平成29年度 成果指標

計画と実績

平成27年度
目標と実績 Ｈ29

目標達成

目
標

H27年度は未設定
（H28年度から）

（現状値を把握し
た後に設定）

55.0%

実
績

35.8% 46.3% 49.7%

目
標

15件 17件 17件

実
績

17件 11件 14件

庁内応援等による柔
軟な人材活用の推進

17件の庁内応援を実施
し、柔軟な人材活用によ
る効率的な執行体制に
努めました。

庁内応援等による柔
軟な人材活用の推進

11件の庁内応援を実
施し、柔軟な人材活用
による効率的な執行体
制に努めました。

庁内応援等による柔軟
な人材活用の推進

14件の庁内応援を実施
し、柔軟な人材活用によ
る効率的な執行体制に
努めました。

①職員アンケートによる
「柔軟な人材活用が図
られていると感じている
職員の割合」

②庁内応援制度及び部
内人事配置制度の活用
件数

１-(３)-イ
組織のマネジメン
ト力の強化

職員課

・庁内応援制度の活
用
・部内人事配置制度
の活用

×

×

2



計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年

目
標

H27年度は未設定
（H29年度から）

H28年度は未設定
（H29年度から）

仕組みの確立

実
績

- -
仕組みの確立

（ＢＰＲによる事業
の見直し）

目
標

1,000千円 1,500千円 200,000千円

実
績

795千円 102,131千円 201,174千円

目
標

25,000千円 25,000千円 25,000千円

実
績

26,646千円 25,156千円 23、601千円

目
標

H27年度は未設定
（H28年度から）

３件
（試行実施）

（結果検証）

実
績

- 1件

目
標

５件 ５件 ６件

実
績

６件 ２件 ６件

行政経営プラン実施計画　実績報告　（２ 強い財政をつくる）

分類 計画名 担当課 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

２-(１)-ア
事業の積極的な
見直し

行政経営課
関係各課

・予算削減や財源確保
の努力を評価する仕組
みを研究
・事業見直しに資する新
たな仕組みの検討及び
事業の見直しの実施

事例研究
モデルケースの実施

施設の維持管理関連
事業やイベント等関連
事業など合計189の事
業やサービスを対象に
事業の振り返りを実施
し、事業の見直しへの
活用手法の検討等を
進めました。

・制度設計
・事業見直しのための資
料の整備
・仕組みの確立

ビジネス・プロセス・リエン
ジニアリング（ＢＰＲ）の手
法を活用し、市民税及び
資産税業務に係る事業
の見直しを行いました。
ＢＰＲ…業務プロセスを
分析して課題を把握し、
ゼロベースで全体的な解
決策を導き出す業務改
善手法

仕組みの検討状況

Ｈ29
目標達成

○

２-(１)-ウ 行政経営課
クラウドファンディングを
活用した事業の実施

・先進事例の研究
・庁内調整
・活用可能な事業の選
定
・要綱等整備

効果的な制度となるような
手法を検討するため、主任
以下の若手職員で構成す
るワーキンググループを立
ち上げました。平成28年度
に具体的な取組について
検討する予定です。

試行的に実施

他市の事例研究を行い、
行政サービス１件当たりの
単価を算定する「事業振り
返りシート」を作成し、積極
的な事業の見直しの仕組
みとなるよう、行政評価委
員会に諮り、検討を進めま
した。

・制度設計
・事業見直しのための資
料の検討

２-(１)-イ 特定財源の確保

企画政策課
行政経営課

財政課
関係各課

厚木市企業等の立地促
進等に関する条例の適用
企業数

企業訪問等により、市内
の産業用地を始め、本
市へ立地する優位性や
企業誘致施策等の情報
を提供し、企業誘致活
動を行いました。
また、企業立地条例を６
件適用しました。

クラウドファンディン
グの活用

２-(１)-ウ 企業誘致の促進 産業振興課

ワーキンググループに
おいて、クラウドファン
ディングの活用が可能
な事業について検討を
行いました。
また、鮎まつりにおいて
「みんなの花火」の資
金を調達するため、クラ
ウドファンディングを実
施しました。

・結果を検証し、更に活
用可能な事業を選定
・恒常的な取組として仕
組みを確立

クラウドファンディングを活
用した事業数

本年度の誘致活動につい
ては、毎月、企業訪問等を
行い、本市に立地するメリッ
トや制度の説明を行いまし
た。
なお、目標の５件を超える６
件の企業立地等を達成し
ました。

・誘致活動
・条例の見直しの検討

企業訪問等により、市
の概要、交通網、住環
境、企業誘致施策等の
説明を行い、企業立地
条例を２件適用しまし
た。
また、平成27年度に条
例の見直しを行い、支
援策を拡大して、平成
28年４月１日から運用
しています。

・誘致活動
・条例の見直しの検討

○

①市外在住者からのあつ
ぎ元気応援寄附金（ふる
さと納税）の額

②広告掲載事業の効果
額（広告料収入額と歳出
削減効果額の合計）

②広告掲載事業の推進

ネーミングライツ対象施
設の検討
ネーミングライツ事業者
の募集

ネーミングライツ導入に向
け手法及び対象施設につ
いて、検討しました。

ネーミングライツ実施

ネーミングライツの更な
る活用を図るため、ガイ
ドラインの見直しを進め
るとともに、ネーミングラ
イツ導入の手法を研究
するため、先進な取組
を進めている自治体を
視察しました。

ネーミングライツガイドラ
インの改定

・ネーミングライツガイドラ
インを改定に向けた検討
を進めました。
・新たな広告媒体の開
拓に取り組み、新たに市
発行の「厚木市保健セン
ター情報満載号」への広
告掲載を導入しました。

あつぎ元気応援寄付金
（ふるさと納税）の増額を
目指し、返礼品の更なる
充実（H28 159品目⇒
H29 258品目）を図りま
した。

①ふるさと納税の活用
ふるさと納税制度拡充
への対応を検討、実施

積極的に財源を確保する
視点でふるさと納税制度を
採用するため、新たな視点
を取り入れることが必要とな
ることから、主任以下の若
手職員で構成するワーキン
ググループを立ち上げ、魅
力的な仕組みとなるよう手
法を検討しました。

実施

ワーキンググループの
検討結果を基に、ふる
さと納税専用ポータル
サイトの活用や返礼品
の充実、クレジットカード
決済の導入など大幅な
リニューアルを実施しま
した。

実施

厚木市企業等の立地促
進等に関する条例に基
づく、企業誘致の積極的
な展開

誘致活動

○

×

平成29年度から「２-(１)-イ特定財源の確保」に統合
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年

行政経営プラン実施計画　実績報告　（２ 強い財政をつくる）

分類 計画名 担当課 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度
Ｈ29

目標達成

目
標

黒字 黒字 黒字

実
績

黒字 黒字 黒字

目
標

1件 - 2件

実
績

１件 - 2件

-

電気使用量の削減量

実
績

17136kWh 78,435kWh 99,435kWh

15,800kWh 229,400kWh 260,900kWh
目
標

厚木南公民館（20kW）
へ太陽光発電システム
を設置しました。

厚木南公民館の建て替
えによりLEDを導入しまし
た。
また、戸室小学校の外
壁改修に伴い外壁に設
置されている照明をLED
にするなど、照明器具の
入れ替えが伴う工事等
を行う際には、原則的に
LED化を行いました。

公共施設エネル
ギー利用の合理化

行政経営課
財産管理課
環境政策課
関係各課

③低圧電力施設におけ
る新電力（ＰＰＳ）の導入
検討

- - - - -

・藤塚中学校
（15kW）

藤塚中学校（屋上）へ太陽
光発電システム
(16.32KW)、蓄電池システ
ム（15.6KW）及び発電量モ
ニターを設置しました。

・荻野地区（15kW）
・市立病院（26kW）

鳶尾小学校（15.6ｋＷ・
屋外）、玉川中学校
（16.32ｋＷ・屋外）、市
立病院（26.46ｋＷ・屋
上）へ太陽光発電シス
テムを設置しました。

・三田小学校（15kW）
・厚木南公民館
（15kW）

リース契約（2年目）

②国民健康保険料と市
税収納一元化に向けた
検討

実
績

40.42% 41.45% 41.34%
国民健康保険料滞納繰
越分収納事務の移管拡
充体制の検討

一元化については、税と料
の違いによる課題もあること
から、今後も検討を継続す
ることとしました。

検討結果に基づき実施

②公共施設への太陽光
発電システムの設置

税と料の違いによる課
題があることから、今後
の取組の方向性につい
て引き続き検討を進め
ることとしました。

国民健康保険料現年分
収納事務の移管の検討

税と料の違いによる課題
を精査し、取組について
検討しました。次年度も
今後の方向性について
検討を進めることとしまし
た。

２-(２)-ウ 行政経営課

・厚木市公共施設最適
化基本計画に基づく今
後の公共施設の在り方
の検討
・中心市街地の公共施
設再配置計画に基づく
公共施設の再配置の進
行管理

・公共施設の在り方の検
討
・中心市街地の再配置
計画の進行管理

２-(２)-ア
市債権の収納強
化

行政経営課
収納課

関係各課

①債権回収業務のノウ
ハウの共有、関係課の連
携強化

①各年度末市債残高を
考慮した借入
②低利な借入先の選定

取組内容①②について、
適切に行う。

２-(２)-イ 市債残高の管理 財政課
プライマリーバランスの黒
字

２-(２)-エ

４月１日に老人福祉セン
ター寿荘を厚木シティプラ
ザ内に移転しました。

・公共施設の在り方の検
討
・中心市街地の再配置
計画の進行管理

地域における公共施設
最適化や、庁舎再編に
ついて検討しました。
また、中心市街地の再
配置については、保健
福祉センターへの施設
集約や、厚木南公民館
の移転に向けた事業
等、対象施設事業の進
行管理を行いました。

・公共施設の在り方の検
討
・中心市街地の再配置
計画の進行管理

公共施設ごとの個別施
設計画策定に向けて検
討しました。
また、中心市街地の再
配置計画に基づき、施
設集約した保健福祉セ
ンター及び移転した厚木
南公民館が４月１日に
オープンしました。

中心市街地の再配置計
画の実施件数

市税滞納繰越分の対調
定収納率

目
標

24.81% 25.60% 40.45%

公共施設の最適
化

①公共施設の照明のＬＥ
Ｄ化

・導入検討調査
・対象施設の選定

公民館を対象施設として、
導入検討調査を実施しまし
た。

リース契約（1年目）
※公共施設7施設予定

公民館（２箇所）、学校
施設（小学校１箇所、
中学校１箇所）、児童
館（１箇所）、老人憩の
家（１箇所）を対象施設
として、省エネ診断を実
施しました。この結果い
ずれも費用対効果が低
いことから、建替え及び
改修等により必然的に
交換が必要となる際に
進めることにしました。

庁内研修会の企画、実
施

別途、債権管理のスキー
ムの策定を進めることとした
ことから、今後については、
現状を把握しつつ関係各
課との連携の在り方を検討
します。

債権回収の連携強化策
の検討

市債権の適正な管理と
未収金の縮減に向けた
具体的な取組を実施
するため、債権管理に
関する基本方針の策
定に取り組みました。

債権回収策の実施

市債権の適正な管理と
未収金の縮減を図るた
め、徴収実務のノウハウ
を関係各課の職員を対
象に研修しました。

適切に市債管理を行い、プ
ライマリーバランスの黒字を
堅持しました。

取組内容①②につい
て、適切に行う。

適切に市債管理を行
い、プライマリーバラン
スの黒字を堅持しまし
た。

取組内容①②について、
適切に行う。

適切に市債管理を行
い、プライマリーバランス
の黒字を堅持しました。

○

○

○

×
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年

行政経営プラン実施計画　実績報告　（２ 強い財政をつくる）

分類 計画名 担当課 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度
Ｈ29

目標達成

③公共施設等の開館時
間外における活用を検
討

・法令等の精査
・実施可能性の検討

公共施設の駐車場の有効
活用について、開館時間外
も含め、不足している大型
バスの駐車場としての利用
を検討し、モデルケースとし
て春節を迎える２月に文化
会館の駐車場を大型バス
の受入地として活用しまし
た。（実績３台）

・対象施設等の選定
・活用方法の検討

公共施設の駐車場の
閉館時間外の活用に
ついて検討を行いまし
た。

順次活用開始

公共施設の駐車場の閉
館時間外の活用につい
て、関係各課と導入可
能性の検討を行いまし
た。

外郭団体の見直しに合
わせて、行政財産の目
的外使用の見直しにつ
いて検討を進めました。

入札による貸付けに切り替
えたことによる収入の増加

額

H28年度は未設定
（H30年度から）

H29年度は未設定
（H30年度から）

H27年度は未設定
（H30年度から）

- - -

①行政財産の目的外使
用許可から入札による貸
付への切替えを検討

・対象の抽出
・対象の選定

目的外使用許可から入札
による貸付への切替えに向
け、他市の貸付状況等、事
例研究を行いました。

関係団体等調整

入札による貸付への切
替えが可能な案件につ
いて、現状の把握等を
行い、検討を進めまし
た。

入札の実施

・有料化手法、使用料
等の検討

２-(３)-イ
未利用地の積極
的活用

行政経営課
財産管理課
関係各課

①売却等 売却等

②公共施設の駐車場の
有効活用

・有効活用を図ることが
できる駐車場の抽出
・法令等の精査
・実施可能性の検討

公共施設の駐車場の有効
活用について、開館時間外
も含め、不足している大型
バスの駐車場としての利用
を検討し、モデルケースとし
て春節を迎える２月に文化
会館の駐車場を大型バス
の受入地として活用しまし
た。（実績３台）

目
標

実
績

②売却手法の研究 制度設計

２-(３)-ア
公共施設の発展

的有効活用
行政経営課
関係各課

・審議会等による検討

有効活用を図ることが
可能な駐車場につい
て、活用の手法等につ
いて検討を行いました。

公共施設の駐車場につ
いて、運用手法の検討を
行いました。

1件

実
績

2件 0件 ０件

【売却地】
戸田長淵用地（元市営住
宅長淵団地）27,000千円
戸田上ノ町用地（元上戸田
児童館）　  25,980千円
合計：52,980千円

売却等

市有地２箇所の売払い
の公募を実施しました
が、申込みはありませ
んでした。

売却等

市有地２箇所の売払い
の公募を実施しました
が、申込みはありません
でした。

売却等件数

活用可能な物件につい
て検討を進めました。

民間が運営する公共施設
活用サイトの利用など、有
効な手法について検討を
行いました。

・対象物件の選定
・募集実施

活用可能な物件につい
て検討を進めました。

以降、制度に則り実施

目
標

2件 1件

-

×
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年度

 44.5% 47.0% 54.0%

実
績

46.0% 52.9% 50.1%

目
標

180団体 183団体 186団体

実
績

174団体 174団体 175団体

目
標

方針の検討 方針の策定
（方針策定後に設

定）

実
績

方針の検討
ガイドライン原案の

策定
方針策定、取組の

推進

目
標

- - -

実
績

- - -

目
標

80.0% 80.0% -

実
績

88.0% 96.4% -

新たな仕組みの市民参
加型外部評価の実施

７月に市民参加型外部
評価を開催しました。今
年度から、外部評価委
員による事業選考のほ
かに、各課から評価対象
としたい事業の募集を行
いました。
また、外部評価の実施
手法の見直しに向け、政
治学を専攻する学生と
ワークショップを実施しま
した。

市民参加型外部評価に参
加したことにより、行政への
理解や関心が向上した人
の割合

-３-(１)-オ
市民参加による行
政評価の実施

行政経営課

①市民参加型外部評価
の実施
②市民参加度を高めた
行政評価制度の検討

・市民参加型外部評価
の実施、課題等の整理
・行政評価制度の検討

７月に市民参加型外部評
価を開催しました。今年度
から新たに外部評価モニ
ターに候補事業を選定して
いただき、更なる市民参加
度の向上を目指すための
取組を行いました。

市民参加型外部評価
の実施、検証、見直し

７月に市民参加型外部
評価を開催しました。
今年度から、積極的に
若い世代の声を取り入
れるため、大学生が対
象事業の選考メンバー
や外部評価モニターと
して参加するための取
組を行いました。

行政経営プラン実施計画　実績報告　（３ 市民とともに公共サービスを向上させる）

分類 取組名 計画名 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度

３-(１)-ア
市民が主体のまち
づくりの推進

市民協働推進
課

・あつぎ市民ふれあい都
市宣言の普及啓発
・市民協働提案事業の
推進

・ふれあいフォーラムの
開催
・「ふれあい強化月間」の
設定及びキャンペーンの
実施
・市民協働提案事業の
事例発表会の実施

Ｈ29
目標達成

・必要に応じ、既存委託
業務における費用対効
果の検証
・複数課にまたがる業務
委託手法の検討

業務の効率化、職員の
適正配置、経費の抑制
などを継続的に推進
し、市民サービスの向
上を図るため、厚木市
委託化等導入に関す
るガイドラインの原案を
策定しました。

12月の街頭キャンペーン
の実施、平成28年１月の
市民ふれあいフォーラムや
事例発表会の開催等によ
り、「あつぎ市民ふれあい都
市宣言」の普及啓発等に
努めました。また、ふれあい
強化月間の設定について
検討を進めました。

・ふれあいフォーラムの
開催
・「ふれあい強化月間」
キャンペーンの　実施
・各地区におけるキャン
ペーンの実施
・市民協働提案事業の
事例発表会の実施
・市民協働提案事業の
活動パネル展の実施

人権やふれあいを考え
るためのあつぎヒューマ
ンライツフェスタを共催
しました。また、２月を
ふれあい強化月間と
し、各地区で啓発活動
を行うとともに市民協働
提案事業を市民の皆さ
まにより理解していただ
くため、市民交流プラザ
において公開プレゼン
テーションを行いまし
た。

・ふれあいフォーラムの
開催
・「ふれあい強化月間」
キャンペーンの実施
・各地区におけるキャン
ペーン実施
・市民協働提案事業の
事例発表会の実施
・市民協働提案事業の
活動パネル展の実施

12月に本厚木駅前でチ
ラシを配布、２月、３月に
は各地区で開催された
公民館まつりにおいて啓
発物品を配布し、「あつ
ぎ市民ふれあい都市宣
言」の普及に努めまし
た。
また、市民協働提案事
業を市民の皆様に理解
していただくため、あつぎ
市民交流プラザにおいて
公開プレゼンテーション
を行いました。

市民満足度調査の「市民
協働による行政運営」にお
ける満足度

×

×３-(１)-イ
市民活動充実のた
めの仕組みづくり

市民協働推進
課

・市民活動拠点、人材育
成の充実
・市民活動団体の設立
支援
・市民活動団体と行政の
協働機会の拡大

・市民活動拠点の充実
及び運営
・市民活動の担い手の
人材育成講座等の開催
等
・市民活動団体の設立
支援のための講座の開
催
・市民活動団体と行政の
協働に関するマッチング
事業の導入

平成28年３月に市民活動
団体の活動を支援するた
めに「ＮＰＯ法人のための会
計講座」を開催したほか、
ボランティアセンターの支
援に努めました。また、市
民活動団体と行政の協働
に関するマッチング事業導
入に向けて（福）厚木市社
会福祉協議会と協議する
など検討を進めました。

・新規業務委託導入の
費用対効果測定方法の
見直し
・複数課にまたがる業務
の一括委託について検
討
・新たな委託業務範囲
の検討

・新たな費用対効果測
定方法の確立
・新規委託業務における
費用対効果の検証

委託化等に関する方針の
策定を進めるとともに、既存
の委託業務について、効果
的な検証を進めるための手
法を検討しました。また、新
たな業務委託を検討する
上で参考とするため、先進
都市の取組を研究しまし
た。

- -
PPP/PFI手法により公共施
設の整備等に着手した件
数

３-(１)-エ ＰＰＰ/ＰＦＩの推進
行政経営課
関係各課

「厚木市PPP/PFI手法導
入の優先的検討に関す
る要綱」に基づく、
PPP/PFI手法を用いた公
共施設の整備等の検討
及び実施

- - - -

・市民活動拠点の充実
及び運営
・市民活動の担い手の
人材育成講座等の開催
等
・市民活動団体の設立
支援のための講座の開
催
・市民活動団体と行政の
協働に関するマッチング
事業の導入

平成29年３月に市民
活動スキルアップ講座
を開催し、活動の推進
と充実を図りました。ま
た、ボランティアセン
ターを支援するととも
に、市民活動団体と行
政の協働に関するマッ
チング事業として新た
なボランティア育成を
始めとする事業の再構
築を図りました。

・市民活動拠点の充実
及び運営
・市民活動の担い手の
人材育成講座等の開催
等
・市民活動団体の設立
支援のための講座の開
催
・市民活動団体と行政の
協働に関するマッチング
事業の導入

平成30年３月に市民活
動団体の活動を支援す
るため、「わかりやすく伝
える技術養成講座」を開
催し、活動の推進と充実
を図りました。
また、ボランティアセン
ターを支援するとともに、
若年層に対するボラン
ティア支援として、市民
活動団体と中・高・大学
生などの学生をマッチン
グした夏休みボランティ
ア体験を実施しました。

市内で活動する市民活動
団体数

・委託化等導入に関する
ガイドラインの策定
・ガイドラインに基づく取
組の推進

11月に委託化等導入に
関するガイドラインを策定
し、ガイドラインに基づく
取組の推進しました。

新規委託事業数３-(１)-ウ 民間活力の活用 行政経営課 ○

-
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年度

行政経営プラン実施計画　実績報告　（３ 市民とともに公共サービスを向上させる）

分類 取組名 計画名 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度
Ｈ29

目標達成

目
標

10件 15件 130件

実
績

117件 125件 134件

目
標

- - -

実
績

- - -

目
標

- - -

実
績

- - -

目
標

検討 方針の策定 方針の策定

実
績

検討
対象団体の

ヒアリング完了
方針の検討

オープンデータ推進のため
の調査研究を進めるととも
に、各課から収集したデー
タを「厚木市オープンデー
タポータルサイト」として開
設・公表しました。また、県
央地域のオープンデータの
広域活用の検討を目的とし
た、さがみオープンディ
2016を開催しました。
なお、オープンデータ推進
指針は、データ公開だけで
なく、推進体制や具体的取
組の方向性が確立した際
に策定を検討することとした
ので、当面は、サイト利用に
関して策定した利用規約に
基づき運用を行うこととしま
した。

・オープンデータ推進の
ための調査・研究
・オープンデータ推進指
針の策定
・データの公開
・オープンデータ活用の
取組

昨年度開設したオープ
ンデータポータルサイト
に掲載するデータを、
引き続き各課から収集
し、データの更新及び
新規公開を行いまし
た。
また、グループ討議を
通じて民間企業等に活
用されるデータを選定
し、来年度以降に県央
地域で統一フォーマット
化したデータの公開を
目的とする、さがみ
オープンディ2017を開
催しました。

・オープンデータ推進の
ための調査・研究
・オープンデータ推進指
針の策定
・データの公開
・オープンデータ活用の
取組

オープンデータポータル
サイトに掲載するデータ
のうち、データに用いる用
語の表記、意味、構造の
統一化を図ったIMI共通
語彙基盤対応データを
公開しました。
また、前年度実施した
「さがみオープンデータ
デイ2017」で選定した
データのうち、４種類の
データを県央地域で統
一フォーマット化して公
開しました。

公開したデータセット数（累
計）

３-(２)-ア
オープンデータの
推進

情報政策課
関係各課

・オープンデータの作
成、公開
・オープンデータの活用
を促進する取組の実施

・オープンデータ推進の
ための調査・研究
・オープンデータ推進指
針の策定
・データの公開
・オープンデータ活用の
取組

方針の策定

行政改革調査委員会外
郭団体の在り方検討部
会の答申を受け、庁内で
外郭団体の在り方プロ
ジェクトチームを立ち上
げ、外郭団体に対する市
の方針の検討を進めまし
た。

外郭団体見直しの進捗状
況

・受益者負担見直しに関
する基本方針（公の施設
の使用料編）の改定
・受益者負担の観点によ
る施設使用料の減免制
度の見直し
・有料化する施設の検討

・減免等の現状を確認
・施設使用料の在り方に
ついて庁内及び第三者
機関等で検討
・基本方針を改定

社会情勢の変化を捉え３
年ごとに見直しをしているこ
とから、施設の実態やニー
ズに合わせた見直し等を行
いました。

行政経営課
財政課

マイナンバーカードを活
用したインターネット
サービス「マイナポータ
ル」について、本市で提
供すべきサービスにつ
いて関係各課による検
討を進めました。

随時実施

マイナンバーカードを活
用したインターネットサー
ビス「マイナポータル」に
ついて、本市で提供すべ
き内容を検討しました。
特に、同サービスで提供
している子育てに関する
手続き等に特化した「子
育てワンストップサービ
ス」について、手続きごと
に、導入におけるメリット・
デメリットを精査し、導入
の有無について検討を
進めました。

マイナンバーカードを活用
した行政サービス数（累
計）

行政経営課
関係各課

・マイナンバーカードの独
自利用対象事務の抽
出、実施

・調査、研究

独自利用事務に係る関係
条例を整備するとともに、
11月に厚木市社会保障・
税番号制度を適正に運営
するための指針を策定し、
市民の利便性の向上や事
務の効率化を図りました。
また、マイナンバーカードの
独自利用については、国に
おいても検討を進めている
ため、引き続き、その動向
を注視するとともに、厚木
市のカード交付状況の把握
に努めます。

条例制定（以降、対
象事務の検討、実施は
随時行う。）

３-(３)-ア
施設使用料の見
直し

行政経営課
関係各課

見直しの進捗状況関係例規の改正

平成29年度中の受益
者負担見直しに関する
基本方針の改定に向
けて検討を進めました。
また、受益者負担の在
り方について、ワーキン
ググループを設置し、
検討を行いました。

・基本方針（公の施設の
使用料編）の改定検討

受益者負担見直しに関
する基本方針の改定に
向け、各施設の維持管
理コスト等の把握を行
い、現状を踏まえた方針
の改定（案）の策定を進
めました。

３-(２)-イ
マイナンバーカード
の有効活用

３-(３)-イ 補助金等の見直し

①補助対象経費審査の
厳格化、監査的機能強
化
②補助対象、補助率の
見直し（選択と集中）
③助成制度の見直し

・外郭団体の在り方につ
いて検討

厚木市行政改革調査委員
会外郭団体の在り方検討
部会を設置し、公益財団法
人厚木市環境みどり公社
及び公益財団法人厚木市
文化振興財団について検
討を行いました。

・外郭団体の在り方につ
いて検討
・方針の策定

行政改革調査委員会
外郭団体の在り方検討
部会において、勤労者
福祉サービスセン
ター、体育協会、社会
福祉協議会、シルバー
人材センターについて、
団体の在り方等の検討
を行いました。

○

-

-

×
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計画 実績 計画 実績 計画 実績 平成27年度 平成28年度 平成29年度

行政経営プラン実施計画　実績報告　（３ 市民とともに公共サービスを向上させる）

分類 取組名 計画名 取組内容

計画と実績

成果指標
目標と実績

平成27年度 平成28年度 平成29年度
Ｈ29

目標達成

目
標

H27年度は未設定 H28年度は未設定 （現状値の把握）

実
績

- - -

３-(３)-ウ
利便性の高い公共
施設運用の検討

行政経営課
関係各課

公共施設の利用件数

年末年始の公共施設
の無料開放について、
庁内における検討や外
部評価における意見を
踏まえ、開放する施設
や使用料の見直しを行
いました。

実施（条例改正等必要
な場合は、市民参加手
続を行うため、翌年度以
降実施）

市民の皆様に利便性の
高い施設の運用を図る
ため、各施設所管課によ
る検討会を実施し、現状
における課題や今後の
改善点などの把握を行
いました。

・開館、閉館時間の検討
・施設予約や利用方法
の検討

・多角的視点での利用
分析を実施（利用者層、
時間帯別稼働率、利用
内容等）

団体利用を行っている施設
について、分かりにくい部分
があったことから、登録方
法の見直しを行いました。
（施設ごとの利用について、
より明確になるように見直し
を行いました。）

更なる利用促進を図る
ために必要なことを検討

-
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